
【ⅵ 総務課・虐待防止対策室関係】
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１．児童虐待防止対策について

（１）民法等の一部を改正する法律の施行等について

平成２３年６月に成立した民法等の一部を改正する法律（平成２３年

法律第６１号）については、平成２４年４月１日から施行される。

本法律では、児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する

観点から、親権の停止制度を新設し、法人又は複数の未成年後見人を

選任することができるようにするなどの措置を講ずるための民法等の

改正が行われるとともに、里親委託中等の親権者等がいない児童の親権

を児童相談所長が行うこととすることや、児童の福祉のために施設長等

がとる監護等の措置について親権者等が不当に妨げてはならないことと

するなどの措置を講ずるための児童福祉法の改正が行われた。

本法律の施行に向け、関係者のご意見や現場の実情を踏まえ、「児童

相談所運営指針」の改正（案）、「施設長等による監護措置と親権者等

との関係に関するガイドライン」（案）及び「医療ネグレクトにより

児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応について」（案）を

策定し、発出する予定の通知案をお示ししている。

このうち、「児童相談所運営指針」については、親権喪失、親権停止

及び管理権喪失の審判の請求、未成年後見人の選任請求に関する手続、

２か月を超える親権者の意に反する一時保護の継続に係る手続等につい

てお示ししている。また、「児童相談所運営指針」については、併せて

「社会保障審議会児童部会児童虐待防止のための親権の在り方に関する

専門委員会」が取りまとめた報告書等を踏まえ、児童福祉法第２８条に

基づく承認の審判の運用方法等の見直しも行っている。

「施設長等による監護措置と親権者等との関係に関するガイドライン」

については、親権者等が児童相談所長や児童福祉施設の施設長、里親等

による監護措置を不当に妨げてはならないことが明確化されたこと

から、「不当に妨げる行為」の考え方、対応方法等についてお示しして

いる。

また、「医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある

場合の対応について」に関しては、親権停止制度が新設されたことなど

に伴い、保護者が児童に必要な医療を受けさせない「医療ネグレクト」

により生命・身体に重大な影響がある事案への対応についての考え方や

必要な手続等を整理してお示ししている。

都道府県等におかれては、お示しした通知案を前提として、改正法の

施行に向けた諸準備を進めていただくようお願いする。特に、児童相談

所、児童福祉施設や里親等、教育機関、医療機関等の関係先への周知に
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配意していただくとともに、職員の理解促進のために研修等の実施に

努めていただくようお願いする。

また、親権停止等の審判請求、未成年後見人の選任請求及び２８条

審判の手続については、児童相談所と家庭裁判所において適切に情報

交換や協議をしていただくようお願いする。

なお、改正法の施行に伴い運用が見直される事項等については、引き

続き情報提供を行うこととしているのでご承知おきいただくようお願い

する。（関連資料１～４参照）

（２）児童の安全確認・安全確保の徹底について

児童相談所における児童虐待相談対応件数は、統計を取り始めた平成

２年度から増加し続けており、平成２２年度は５６，３８４件（※）と

過去最高となっている。また、児童虐待による死亡件数は、把握されて

いるだけで、心中事件を除き毎年５０～６０件程度発生しており、その

中には、児童相談所や市町村等の関係機関の関与がありながら、子ども

の命が失われる事例も生じている。

（※）平成２２年度は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値である。

児童虐待への対応に関し、今一度基本に立ち返り、目視による安全

確認の徹底、臨検・捜索も視野に入れた立入調査や一時保護の実施、

虐待者本人との面接を含めた家族全体の調査・診断・判定の実施、関係

機関等との情報共有など、日常の基本的な業務が適切に行われているか

について、定期的に業務の点検を行っていただき、救えたはずの子ども

の命を救えなかったという事態が決して生じないよう、子どもの安全を

最優先とした対応を行うことを重ねてお願いする。

厚生労働省としても、児童虐待による死亡事例の発生に強い危機意識

を持っており、関係省庁等とも連携しながら、児童相談所や市町村の

体制整備などに務めているところであり、虐待により子どもの命が失わ

れることのないよう、児童相談所を中心に、地域全体で全力を挙げた

取組をお願いする。（関連資料５参照）

（３）死亡事例等の検証について

死亡事例等が発生した都道府県等におかれては、児童虐待防止法に

基づき当該事例の検証を実施していただいているところであるが、検証

に当たっては、亡くなった子どもの視点に立って、今後同様の悲惨な

事例の発生を防止するため、必要な改善に繋げるといった姿勢で臨んで

いただくよう改めてお願いする。なお、昨年７月に「地方公共団体に

おける児童虐待による死亡事例等の検証について」（平成２０年３月

１４日付雇児総発第０３１４００２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局
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総務課長通知）を一部改正しているので、検証の際には、これを参考に

されたい。（関連資料６参照）

国における児童虐待による死亡事例等の検証については、毎年検証の

ための調査に協力いただいているところであり、引き続き調査への協力

をお願いする。また、死亡事例等の検証結果を取りまとめた報告におい

ては、事例から明らかになった問題点を分析し、具体的な対応策の提言

を行っている。

こうした検証結果については、児童福祉司、市町村職員等の児童虐待

防止に関わる職員等の研修等で積極的にご活用いただきたい。

（４）児童相談所・市町村の体制強化等について

① 児童相談所等の体制強化について

ア 児童福祉司の担当区域について

児童相談所の児童福祉司の担当区域については、児童福祉法施行

令において、要保護児童の数、交通事情等を考慮し、「人口おおむ

ね５万から８万までを標準」としているところであるが、児童虐待

等の問題に適切に対応できるようにするとともに、「民法等の一部

を改正する法律」の施行に伴い、児童相談所長の業務として家庭

裁判所に対する親権停止の審判の請求等の業務が見込まれること

から、児童福祉司の担当区域の見直しを行い、「人口おおむね４万

から７万までを標準」とする政令改正を予定しているので、引き続

き、児童福祉司の適正な配置をお願いする。

イ 児童福祉司の配置について

児童福祉司の配置については、平成２３年度地方交付税措置に

おいて、標準団体（人口１７０万人）当たり３２人の配置が可能な

経費が計上されているところであるが、平成２４年度の地方財政

措置においては、標準団体あたり、児童福祉司を２名増員し、３４

名の配置が可能な経費が計上される予定と聞いている。

なお、地域によっては、平成２３年度地方交付税措置がなされて

いる児童福祉司数（人口５．３万人に１人）を下回っているところ

も見受けられることから、地方公共団体におかれては、児童福祉司

の積極的な配置をお願いする。また、こうした増員だけでなく、

児童福祉司には高い社会福祉援助技術が求められていることから、

適切な人材の確保や現任職員に対する研修の実施等を通じて専門性

の確保と向上に努めていただきたい。（関連資料７参照）

ウ 安全確認強化のための補助職員の配置等について

児童虐待防止に係る緊急強化対策については、平成２２年度補正

予算において、安心こども基金に盛り込み、児童虐待防止の体制
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強化を図ってきたところであるが、平成２３年度第４次補正予算に

おいて、安心こども基金を積み増し・延長し平成２４年度まで事業

を実施することとしているので、積極的な活用をお願いする。

なお、この基金では、虐待通告のあった児童の安全確認等のため

の補助職員の配置、児童虐待防止対策強化のための広報啓発、資質

の向上、体制強化のための環境改善、創意工夫に満ちた取組に係る

経費も対象としている。（関連資料８参照）

エ 未成年後見人に対する支援について

平成２３年６月に成立した「民法等の一部を改正する法律」に

より、未成年後見人は法人又は複数でもよいとされたところである

が、未成年後見人の普及促進等を図るため、平成２４年度より

○ 児童福祉法の規定により児童相談所長が家庭裁判所に対し選任

の請求をした未成年後見人に対する報酬や未成年後見人が加入

する損害賠償保険料の補助（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

○ 未成年後見人の対象となる法人等に対する研修（児童虐待・

ＤＶ対策等総合支援事業）

を行う予定としているので、積極的な取り組みをお願いしたい。

なお、児童相談所の体制強化についても併せて行うこととして

いるので、ご承知おき願いたい。（関連資料９参照）

オ 一時保護の充実について

平成２４年度より里親等へ一時保護委託した場合の委託費を改善

し、これまでの一般生活費相当分に加え、里親手当相当分の委託費

（日額２，３６０円）を支給する予定としているので、積極的な

活用をお願いしたい。

② 市町村の体制強化について

ア 地域における発生予防・早期発見体制の強化について

児童虐待による死亡事例では、乳児期の子どもの事例が多くを

占めており、これらの事例の背景には、母親が妊娠期から一人で

悩みを抱えていたり、産前産後の心身の不調や家庭環境の問題が

あるものと考えられる。このため、妊娠等について悩みを抱える者

が相談しやすい体制の整備や、妊娠・出産・育児期において養育

支援を特に必要とする家庭を早期に把握し、速やかに支援を開始

するための保健・医療・福祉の連携体制の整備が必要である。

このため、厚生労働省としては、平成２３年７月２７日付の通知

により、これらの体制整備をお願いしたところである（「妊娠期

からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の整備について」

（雇児総発０７２７第１号、雇児福発０７２７第１号、雇児母発

０７２７第１号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、家庭
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福祉課長、母子保健課長通知）及び「妊娠・出産・育児期に養育

支援を特に必要とする家庭に係る保健・医療・福祉の連携体制の

整備について」（雇児総発０７２７第４号、雇児母発０７２７第３

号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長

通知））。

都道府県におかれては、地域の実情を踏まえ、児童虐待の発生

予防のための相談体制及び連携体制を整備していただけるよう改め

てお願いする。

イ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の推進について

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）及び養育支援

訪問事業については、乳児家庭全戸訪問事業等で支援を必要とする

家庭を早期に把握し、その後、養育支援訪問事業等による継続した

支援につなぐことで、家庭の養育力の向上を図り、ひいては児童

虐待等を予防することに資する重要な事業である。平成２１年４月

１日からは、児童福祉法に位置づけられ、市町村に努力義務が課せ

られており、平成２２年７月現在、乳児家庭全戸訪問事業について

は、８９．２％、養育支援訪問事業については５９．５％の市町村

で取り組んでいただいている（両事業とも雇用均等・児童家庭局

総務課調べ）。

厚生労働省としては、自治体の工夫した取組などを取りまとめた

「乳児家庭全戸訪問事業等の取組を推進するための事例集」の普及

・活用を通じて、全市町村での両事業の実施を促進するとともに、

「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」

（以下「地域協議会」という。）と両事業との密接な連携が図られ、

市町村における虐待防止の仕組みが構築されるよう積極的に取り

組みたいと考えている。都道府県におかれても、管内市町村への

働きかけをお願いする。

ウ 市町村の相談体制と地域協議会の機能強化について

平成２２年度に全国の市町村が対応した児童虐待に関する相談

対応件数は約６万７千件であり、児童相談所における相談対応件数

と同様に増加している。また、市町村が関与していたにもかかわら

ず、適切な判断や児童相談所との連携がなされずに子どもが死亡に

至った事例も存在している。このため、市町村の相談対応体制や

地域協議会の体制の強化（市町村対応窓口や地域協議会の調整機関

における専門職員の確保、調整機関のマネジメント機能の強化など）

が重要である。

平成２３年度第４次補正予算において安心こども基金の積み増し

・延長（平成２４年度末まで）を行い、市町村の職員等の資質の
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向上、市町村の体制強化のための改善などを引き続き行えることと

したので、市町村の児童家庭相談体制等の強化を図るための活用に

ついて、管内市町村への働きかけをお願いする。

なお、平成２２年４月現在、地域協議会（虐待防止ネットワーク

を含む。）の設置率は、９８．７％であるが、未設置の市町村に

おいても、今後、地域協議会の設置（虐待防止ネットワークからの

移行を含む。）を進めていただきたいので、都道府県におかれては、

管内市町村への積極的な働きかけをお願いする。

また、ネグレクトなどの虐待を発見しやすい立場にある小児科、

産婦人科などの医師、歯科医師などを含む幅広い関係者が地域協議

会に参加するよう呼びかけけるとともに、関係機関の相互理解の

ための合同研修や事例検討の実施など、管内市町村への働きかけを

お願いする。

（５）義務付け・枠付けの見直しについて（第３次見直し）

「義務付け・枠付けの更なる見直しについて」（平成２３年１１月

閣議決定）において、『児童相談所の所長の資格は、対象を追加する

方向で今年度中に見直しを行う』こととしている。

その内容は、民間の児童虐待防止対策等に取り組むＮＰＯ法人や社会

福祉法人の責任者等の専門性を有する外部有識者などで、児童福祉に

関する実務等に携わってきた者について児童相談所長の対象に追加する

ことを予定している。

（６）児童家庭相談に携わる職員の研修について

児童家庭相談に携わる職員を対象とした研修については、今日の現場

状況にあった効果的な研修内容となるよう、国が実施する研修と都道府

県が実施すべき研修を整理するとともに研修の体系化を図り、平成２０

年度から、国としては、①児童相談所内の指導的立場にある者を対象と

した研修、②都道府県が市町村の調整機関職員等を対象に実施する

「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」等の研修指導者の

養成研修、③児童虐待対応における更なる専門性向上のための特別な

研修等を実施するほか、地方自治体の福祉担当職員を対象とした児童

福祉司資格認定通信課程を実施しているところである。

また、児童福祉法において、児童相談に係る市町村職員の研修が都道

府県の業務とされていることから、各都道府県における児童家庭相談に

携わる職員の研修体制がなお一層充実されるよう、市町村職員も対象と

している「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」（児童

虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（統合補助金））を実施するなどにより、
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市町村の専門性向上について配意を願いたい。

また、子どもの虹情報研修センター等が実施する研修について、管内

市町村にも周知を図った上で、積極的な受講派遣をお願いする。

なお、職員の研修に係る経費については、安心こども基金（児童虐待

防止対策の強化）も活用いただきたい。（関連資料１０、１１参照）

（７）児童虐待防止に向けた啓発活動について

平成２４年度においても、関係機関、団体等と連携しながら「児童

虐待防止推進月間」を実施し、月間標語の公募、広報啓発ポスター・チ

ラシ等の作成・配布し、また、全国フォーラムを１１月２４日（土）に

北海道札幌市において開催する予定であるので、ご承知おき願いたい。

また、政府広報を活用した各種媒体（テレビ、ラジオ、新聞等）に

よる啓発等を行うことも検討しているところである。

（８）児童虐待の防止等に関する政策評価（総務省統一性・総合性確保評価）

について

標記における「勧告」として地方公共団体に対して要請することと

された事項に関する対応については、「児童虐待の防止等に関する政策

評価（総務省統一性・総合性確保評価）について（平成２４年２月２３

日雇児総発０２２３第１号・雇児保発０２２３第１号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局総務課長・保育課長通知）のとおりであるので、勧告の

趣旨をご理解いただき、適切に対応していただくとともに、管内市区町

村への周知をお願いする。（関連資料１２参照）
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２．東日本大震災への対応について

（１）平成２３年度第４次補正予算での対応について

東日本大震災への対応については、種々ご尽力いただいているところ

であるが、平成２３年度第４次補正予算において、延長・積み増しする

安心こども基金において被災した子どもへの支援を引き続き行うことと

しているので、活用をお願いする。（関連資料１４参照）

特に両親を亡くした子ども、ひとり親となった子どもについては、

必要な支援が行われるよう継続的な取組をお願いする。

（２）東日本大震災中央子ども支援センター等について

厚生労働省では、被災地の行政や関係機関と協働して取組を進める

ため、社会福祉法人恩賜財団母子愛育会の日本子ども家庭総合研究所に

対し、「東日本大震災中央子ども支援センター」を設置するとともに、

関連する職能団体、学会、専門職養成校、民間団体等が支援方策につい

て協議を行い、協働して支援活動を展開するための「東日本大震災中央

子ども支援センター協議会」を設立することを要請し、平成２３年１０

月２７日に設置されたところである。

また、雇用均等・児童家庭局内に、これまでの各課の被災地支援の

取組に加え、被災地のニーズを把握するとともに、｢東日本大震災中央

子ども支援センター｣と密接に連携して被災地の子どもへの支援を進め

ていくため、同日付で「東日本大震災の被災地子ども支援室」を設置し

たところである。（関連資料１５参照）

東日本大震災中央子ども支援センターにおいては、宮城県からの委託

を受け、日頃子どもと関わっている保育士、保健師、教員等を対象に

「大規模災害を経験した子どもの理解と対応方法」についての研修会

「『子どものこころの理解』セミナー」を平成２４年２月１８日に石巻

市において開催し、来る３月２４日にも第２回目の同セミナーの開催を

予定している。東日本大震災中央子ども支援センターホームページ（ht

tp://www.ccscd.jp/）において、逐次情報提供されている。

このような取組を通して、東日本大震災に被災した子ども達の健やか

な成長をより一層支援することとしているので、今後の活動に対する

ご協力をお願いするとともに、積極的な活用をお願いする。
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［総務課・虐待防止対策室：関連資料］
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